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Ｆ№０・８・３ 

令和３年８月１０日 

 

相模原市川尻財産区管理者 

相模原市長 本村 賢太郎 殿 

 

 

相模原市監査委員 髙 梨 邦 彦 

 

 

同        橋 本 愼 一 

 

 

同        古 内   明 

 

 

同        桜 井 はるな 

 

 

令和２年度相模原市川尻財産区特別会計歳入歳出決算の審査意見につい

て(提出) 

 

地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第２３３条第２項の規定により審査に付さ

れた令和２年度相模原市川尻財産区特別会計歳入歳出決算及び証書類その他政令で

定める書類を審査したので、次のとおり意見を提出する。 

 

以 上 
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（注） １  文中に用いた金額及び面積は、単位未満は切り捨てた。 

      また、表中に用いた金額のうち千円単位については、原則として単位未満 

は切り捨てた。このため、合計と内訳の計が一致しない場合がある。 

       ２  比率は、原則小数点第２位を四捨五入した。このため、合計と内訳の計が 

一致しない場合がある。 

    ３ 文中に用いる「ポイント」とは、パーセント間の単純差引数値である。 

       ４ 各表中の符号の用法は次のとおりである。 

            「0.0」･･････ 該当数値はあるが単位未満のもの 

            「100.0」････ 単位未満を四捨五入したもの 

「△」 ･･････ 収支不足額を示し、又は増減では減を示すもの 

            「－」 ･･････ 算出不能、該当数値のないものなど 
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第１  審査の対象 

１ 令和２年度相模原市川尻財産区特別会計歳入歳出決算 

２ 上記決算に関する証書類、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関

する調書 

 

第２  審査の期間 
令和３年７月１日から同年８月３日まで 

 

第３  審査の着眼点 
  別紙のとおり 

 

第４ 審査の実施手続 
相模原市監査基準(平成２９年相模原市監査委員訓令第１号)及び令和２年度決算等審査実施

計画に基づき、関係諸帳簿及び証拠書類との照合等通常実施すべき審査手続により実施した。ま

た、例月現金出納検査を参考にして審査を実施した。 

 

第５  審査の結果 

決算その他関係書類は、前記のとおり審査した限りにおいて、法令に適合し、かつ、その内

容は正確であると認められた。 

 

第６  審査の意見 
  「未来へつなぐさがみはらプラン～相模原市総合計画～」の基本目標では、目指すまちの姿の

１つに「人と自然が共生するまち」を掲げているところである。 

  本市の豊かな森林は、木材の生産はもとより、水源かん養、山地災害の防止、二酸化炭素の吸

収など、多様な機能を有しており、市民に様々な恩恵と快適でやすらぎと潤いのある生活環境を

もたらすものであり、財産区財産はこの一翼を担うものである。 

こうしたことから、財産区においては公益的役割を踏まえつつ、引き続き財産区財政の健全な

運営に努められるよう要望する。 
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第７　審査の内容

１　決算の概要

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｆ

(1) 歳　入

(C) (C)
年度 （A） （B）

歳入における決算の状況は、予算現額2,933万円に対し、調定額2,775万円で、その全額が収入済となって

いる。

前年度と比較すると、予算現額は1,003万円(52.0％)、調定額及び収入済額は1,068万円(62.6％)の増加と

なっている。

6.2 0

増減率 52.0 62.6 62.6 － － － －

増減 10,039,000 10,688,415 10,688,415 0 0

94.6 100

元 19,300,000 17,070,517 17,070,517 0 0 88.4 100

２ 29,339,000 27,758,932 27,758,932 0 0

単 年 度 収 支 （Ｅ－Ｆ） △ 33,537 891,340 △ 924,877 －

（単位：円、％）

区分
予算現額(Ａ) 調定額(Ｂ)  収入済額(Ｃ)  不納欠損額  収入未済額

収入率

70.0

△ 1.9

△ 1.9

翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 0 －

前 年 度 実 質 収 支 1,742,536 851,196 891,340 104.7

形 式 収 支 （Ａ－Ｂ） 1,708,999 1,742,536 △ 33,537

実 質 収 支 （Ｃ－Ｄ） 1,708,999 1,742,536 △ 33,537

決算額は、歳入2,775万円、歳出2,604万円で、歳入歳出差引額は170万円となり、翌年度へ繰り越すべ

き財源はないので、実質収支も同額である。

   決算額を前年度と比較すると、歳入は1,068万円(62.6％)、歳出は1,072万円(70.0％)の増加である。

決 算 の 状 況
（単位：円、％）

区　　　　　　分 ２　年　度 元　年　度 増　減　額 増　減　率

予 算 現 額 29,339,000 19,300,000 10,039,000 52.0

歳 入 決 算 額 27,758,932 17,070,517 10,688,415 62.6

歳 出 決 算 額 26,049,933 15,327,981 10,721,952
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第１０款  県支出金

(C) (C)
年度 （A） （B）

－ －増減 △ 12,000 △ 12,000 △ 12,000 0 0

   前年度の収入済額1万円は自然保護奨励金であり、令和元年度で交付対象期間が満了となっている。

－ －

元 12,000 12,000 12,000 0 0 100 100

２ － － － － －

収入済額を財源別に分類し構成比率を比較すると、自主財源は100％となっており、前年度と比較すると

0.1ポイント上昇している。

（単位：円、％）

区分
予算現額(Ａ) 調定額(Ｂ)  収入済額(Ｃ)  不納欠損額  収入未済額

収入率

計 27,759 17,070 100 100

（注）本表は、地方財政状況調査の分類方法を準用した。

自　主　財　源 27,759 17,058 100 99.9

依　存　財　源 0 12 0 0.1

財 源 別 対 前 年 度 比 較
（単位：千円、％）

区　　分
決　　算　　額 構　成　比　率

２年度 元年度 ２年度 元年度

5
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第１５款  財産収入

(C) (C)
年度 （A） （B）

収入済額の主なもの
・土地貸付収入
・生産物売払収入

第２０款  繰入金

(C) (C)
年度 （A） （B）

　収入済額1,930万円は川尻財産区運営基金繰入金である。

増減 10,178,000 10,100,000 10,100,000 0 0 10.1 0

元 11,891,000 9,200,000 9,200,000 0 0

２ 22,069,000 19,300,000 19,300,000 0 0 87.5 100

77.4 100

収入済額628万円を前年度と比較すると72万円(10.3％)の減少である。これは主として、生産物売払収入が

44万円及び土地貸付収入が24万円減少したことによるものである。

447万円
157万円

（単位：円、％）

区分
予算現額(Ａ) 調定額(Ｂ)  収入済額(Ｃ)  不納欠損額  収入未済額

収入率

増減 △ 247,000 △ 723,925 △ 723,925 0 0 △ 6.9 0

元 7,170,000 7,007,321 7,007,321 0 0

２ 6,923,000 6,283,396 6,283,396 0 0 90.8 100

97.7 100

（単位：円、％）

区分
予算現額(Ａ) 調定額(Ｂ)  収入済額(Ｃ)  不納欠損額  収入未済額

収入率

6
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第２５款  繰越金

(C) (C)
年度 （A） （B）

第３０款  諸収入

(C) (C)
年度 （A） （B）

収入済額の主なもの
・梅園管理協力金

2,000 433,000

   収入済額は43万円である。

0 －

増減 0 433,000 433,000 0 0 21,650 －

元 2,000 0 0 0 0

378.3 100

２ 345,000 1,742,536 1,742,536 0 0

433,000

 収入済額(Ｃ)  不納欠損額  収入未済額

増減 120,000 891,340 891,340 0 0

00

収入率

21,650 100２

126.8 0

   収入済額174万円は前年度剰余金で、前年度と比較すると89万円(104.7％)の増加である。

（単位：円、％）

区分
予算現額(Ａ) 調定額(Ｂ)

（単位：円、％）

区分
予算現額(Ａ) 調定額(Ｂ)  収入済額(Ｃ)  不納欠損額  収入未済額

収入率

505.1 100

元 225,000 851,196 851,196 0 0

38万円

7
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(2) 歳　出

年度

第５款  議会費

年度

支出済額の主なもの
・議員報酬費

不用額の主なもの
・議会事務費

 翌年度繰越額

２ 29,339,000 26,049,933 0

区分

19,300,000

82,634

10,039,000 10,721,952

予 算 現 額 支 出 済 額

予 算 現 額

0

執行率不 用 額

（単位：円、％）

－

0

3,289,067

3,972,019

△ 682,952

88.8

79.4

－△ 17.2

36,581 -5.6

支 出 済 額 不 用 額

531,785

執行率

119,215２ 651,000

元 650,000

△ 35,581

9.4

   支出済額53万円は議員報酬費及び議会事務費である。

増減

増減率 52.0 70.0

15,327,981

区分

元

増減

567,366

　（単位：円、％）

8万円

0

81.7

87.3

0

52万円

1,000

歳出における決算の状況は、予算現額2,933万円に対し、支出済額2,604万円で、執行率は88.8％となって

いる。これらを前年度と比較すると、予算現額は1,003万円(52.0％)、支出済額は1,072万円(70.0％)の増加で

あり、執行率は前年度と比較すると9.4ポイント上昇している。

   不用額328万円は、予算現額の11.2％(前年度20.6％)である。

0

 翌年度繰越額

8
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第１０款  総務費

年度

支出済額の主なもの
・財産管理費
・本沢梅園管理費
・造林振興事業費

不用額の主なもの
・財産管理費

第２５款  予備費

年度

増減

324,000 246,000

予 算 現 額

0

不 用 額

246,000

14,760,615 80.6

0

0

２

区分

区分

元

（単位：円）

△ 99,000

345,000345,000

△ 21,000

345,0000

18,305,000

25,518,148

支 出 済 額 執行率

3,544,385

2,923,852

 翌年度繰越額

89.7

（単位：円、％）

予 算 現 額

２ 28,442,000

充 当 額

10,137,000 10,757,533

78,000

元

78,000増減

不 用 額

△ 99,000

1,981万円

103万円
426万円

204万円

△ 620,533 9.1

予 算 額

   予備費の充当額は7万円で、前年度は予備費の充当がなかったため、皆増である。

　 款別充当状況は、総務費7万円となっている。これは、施設所有管理者賠償責任保険への加入に伴い保険

料を支出するため充当したものである。

   支出済額2,551万円を前年度と比較すると1,075万円（72.9％）の増加である。これは主として、一般管理費

が599万円減少した反面、令和元年東日本台風に係る災害対応として財産管理費が1,674万円増加したこと

によるものである。

9
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２　実質収支に関する調書

３　財産に関する調書

（土地のうち山林の内訳）

(1) 公有財産

ア 土地及び建物

イ 出資による権利

(2) 基金

（単位：千円）

　　　 実質収支に関する調書に記載されている川尻財産区特別会計の計数は、次のとおりである。

川尻財産区特別会計 1,709

公
有
財
産

土 地

出 資 に よ る 権 利

　　　 公有財産及び基金の異動状況は、次のとおりである。

建 物 ㎡ 52.00 0 52.00

財 産 の 状 況

円 420,000 0 420,000

区　　      　  分

実質収支

単位 元年度末現在高

0

会 計 区 分
歳 入 歳 出
差 引 額

翌年度へ繰り越すべき財源

0 0 1,709

継 続 費
逓 次 繰 越 額

繰 越 明 許 費
繰 越 額

事 故 繰 越 し
繰 越 額

実 質 収 支

２年度中増減高 ２年度末現在高

㎡ 766,496.68 0 766,496.68

6,751.85 69.58 6,821.430 766,241.77

　　 土地及び建物の年度末現在高は766,496㎡及び52㎡で、前年度と同じである。

　　 出資による権利の年度末現在高は42万円で、前年度と同じである。

　  基金の年度末現在高は2億4,293万円で、前年度と比較すると1,906万円減少している。

242,936,812

　　　区　　　分
面　　　積         　（㎡） 立木の推定蓄積量       （㎥）

元 年 度 末
現 在 高

２ 年 度 中
増 減 高

２ 年 度 末
現 在 高

元 年 度 末
現 在 高

２ 年 度 中
増 減 高

２ 年 度 末
現 在 高

基
金

基

金

資
金
積
立

川 尻 財 産 区 運 営 基 金 円 261,997,126 △ 19,060,314

　　　山　　　林 766,241.77

10
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１１ 
 

別紙 

特別会計歳入歳出決算審査着眼点 

  
  
１１  形形式式審審査査    

（１）歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関する調書（以

下「決算書等」という。）は法令で定める様式を基準として作成されているか。 
（２）決算書等の計数は正確か。 
（３）歳入歳出決算額は証拠書類と一致しているか。 
（４）歳入歳出差引残額又は歳入不足額は適正に処理されているか。 
（５）実質収支に関する調書の数値は歳入歳出決算書及び同事項別明細書と一致しているか。 
（６）翌年度繰越額は繰越計算書の金額と一致しているか。 

  
２２  実実質質審審査査  

（１）予備調査（計数分析） 

ア 総計決算と純計決算の計数比較 
イ 会計別、款・項別予算執行状況の年度間比較 
ウ 会計別、款・項別決算（性質別）の年度間比較 
エ 会計別、款・項別決算（目的別）の年度間比較 
オ 会計別、款別、使途別決算の年度間比較 
カ 会計別、自主財源、依存財源の年度間比較 
キ  会計別、一般財源、特定財源の年度間比較 
ク 会計別、市債現在高の年度間比較 
ケ  会計別、債務負担行為（翌年度以降支出予定額）の年度間比較 
コ  経常収支比率 
サ  実質収支比率 
シ  財政力指数 
ス  公債費負担比率 

（２）内容審査 

ア 共通的事項 
（ア）違法又は不当な収入・支出はないか。また、出納閉鎖期日後の収入・支出はな

いか。 
（イ）年度区分及び会計区分を誤っているものはないか。 
（ウ）予算科目の誤りはないか。 
（エ）予算外の収入・支出はないか。また、収入・支出を相殺しているものや、還付

金の収入・支出を誤っているものはないか。 
（オ）会計間の独立はおかされていないか。また、収入区分及び経費支出区分は明確、

かつ適正になされているか。 
（カ）収入・支出の振替及び更正の手続は適正に行われているか。 
（キ）前年度の収入未済額は当年度繰越調定額と符合しているか。 
（ク）前年度の決算における翌年度への繰越金は相違なく当年度の歳入に入っている 

か。 
（ケ）各会計及び経営的性質を有する事業の収支は均衡が保たれているか。 
（コ）財政運営及び資金収支は健全かつ効率的に行われているか。 

－ 11 －



１２ 
 

（サ）事故繰越しの理由、金額及び手続は適正か。 
（シ）経費の節減、組織及び運営の合理化に努力しているか。 
（ス）前年度決算についての市議会付帯決議等に対して、適切な措置がとられたか。 
（セ）前年度決算についての監査委員の意見に対して必要な措置がとられたか。 
（ソ）監査、検査等において指摘した事項について必要な措置がとられたか。 
（タ）特別会計において、消費税及び地方消費税の計算は適正に行われているか。 
イ 歳 入 
（ア）違法又は不当な調定及び調定漏れはないか。 
（イ）調定の取消し、更正の根拠及び手続は適正か。 
（ウ）調定の時期及び手続は適正か。 
（エ）収入済額は予算現額に比べて著しい差異はないか。その理由は何か。また、前

年度と比べて著しい増減はないか。その理由は何か。 
（オ）収入済額は調定額に比べて著しい差異はないか。その理由は何か。また、前年

度と比べて収入率が著しく低下しているものはないか。その理由は何か。 
（カ）収入方法、収入時期は適切か。継続的に遅れているものはないか。 
（キ）収入未済、不納欠損処分及び滞納処分停止の事務処理は適切か。 
（ク）減免、分納等の理由は適正か。 
（ケ）国庫支出金、県支出金、負担金、公債収入等特に歳出と関連のあるものの支出

に対応する収入確保の措置は適当か。 
（コ）諸収入、繰入金等において、一時的に歳入不足を補填することで、財政の健全

性を保つことができなくなるような性質のものはないか。 
（サ）地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率などは、予算で定めたとおり

となっているか。 
ウ 歳 出 
（ア）事務事業の計画に対する進捗状況は妥当か。 
（イ）予算額に比べて多額の不用額を生じているものはないか。その理由は何か。 
（ウ）予備費充当又は流用増減額の理由及び手続は適正であるか。 
（エ）当面必要としない物件の購入等による予算の浪費、冗費支出はないか。 
（オ）委託料、工事請負費等の支出の時期及び額は適切か。また、監督・検査は適正

に行われているか。 
（カ）補助金、交付金等の支出の必要性、有効性、時期及び額は妥当か。また、精算

報告は確実に行われているか。 
（キ）投資、出資金、貸付金等において、一時的に他会計の歳入不足を補填すること

で、財政の健全性を保つことができなくなるような性質のものはないか。 
（ク）継続費の逓次繰越し、繰越明許費による繰越し、事故繰越し等の繰越理由及び

手続は適正か。 
（ケ）継続費などによる契約の内容は、予算の定める総額、年割額などのとおりとな

っているか。 
エ 財 産 
（ア）異動増減の理由及び処理は適正か。また、現在高は正確か。 
（イ）貸付（使用許可）の理由及び条件等は適切か。 
（ウ）基金について、当初の設置目的を達したため見直すべきものはないか。 
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